意見書

経企発１２第１１１号

平成１２年８月２２日

電気通信審議会　電気通信事業部会長　殿

郵便番号　　１０８－８５２５

　　　　　　　　　　　　　とうきょうと　みなとく しばうら　　　　　　　　

住　　　所　　東京都港区芝浦４丁目９番２５号

　　　　　　　　　　　　　とうきょうつうしん　　　　　　　　　　 かぶしきがいしゃ

氏　　　名　　東京通信ネットワーク株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いわさき　　　　かつみ

代表取締役社長　　岩　崎　　克　己　

　電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１２年７月２６日付け　郵通議第３０５０号で公告された郵政省令案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

（別紙）

平成１２年８月２２日

電気通信事業法施行規則及び指定電気通信設備に関する接続料の原価算定規則の

一部を改正する省令案に対する意見

東京通信ネットワーク株式会社

　題記の省令案につきましては、加入者回線等のアンバンドルに関する標準的接続箇所を明示していただくなど、多様な接続形態を可能とするものであり、基本的に賛同いたします。また、関係事業者の意見提出の機会を与えていただき、深く感謝申し上げます。

　下記のとおり、弊社の意見を述べさせていただきますので、ご配慮下さいますようお願い申しあげます。

記

1 指定端末系伝送路設備における、利用者の電気通信設備の側の箇所について

　（施行規則第２３条の４第１項第１号）

接続事業者の電気通信設備（スプリッタ等）をお客様宅内に設置する場合、東西ＮＴＴと接続事業者とのＰＯＩがお客様宅に生じるため、お客様所在地毎の事業変更届出が必要になると考えます。この場合、接続事業者のＤＳＬ加入者が増える度に届出が必要になるため、事務手続きが煩雑になるとともに迅速なサービス提供が困難になることが予想されます。

つきましては、既に許可をいただいている業務区域内のＰＯＩであれば「既許可の業務区域」との記載をサービス開始時に一括して届け出るなど、できるだけ簡便な手続としていただくことを要望いたします。

以上

